
 

 令和８年８月吉日 

お客さま各位 

枚方信用金庫 

 

「当座勘定規定」等の改正について 

 

平素より枚方信用金庫をご利用いただき、誠にありがとうございます。 

 当金庫では、手形・小切手の全面的な電子化に向けた取組みの一環として、令和８年９

月３０日（水）をもちまして他の金融機関を支払地とする手形・小切手の預金入金の受付

終了および手形帳・小切手帳の新規発行の受付を終了いたします。 

 また、令和８年１１月３０日（月）を手形・小切手の最終振出期限に設定したことから

「当座勘定規定」等を改正させていただきますのでお知らせします。 

 なお、改正後の規定は、現在お取引いただいているお客さまに対しても適用されますの

であらかじめご了承ください。 

 

記 

１．改正日 

令和８年１０月１日（木） 

 

２．改正する規定 

当座勘定規定              小切手用法 

約束手形用法              為替手形用法 

普通預金規定              無利息型普通預金規定  

貯蓄預金Ⅰ型規定（４０万型）      貯蓄預金Ⅱ型規定（２０万型） 

納税準備預金規定            通知預金規定 

「普通預金 通帳レス口座」に関する特約 

定期預金共通規定            定期積金規定 

 

３．主な改正内容 

・手形・小切手の受入れ・振出について追記 

・手形用紙・小切手用紙の交付について削除 

・手形要件、小切手要件の記入について変更 

・「普通預金 通帳レス口座」に関する特約の適用範囲の変更 

・通帳式定期積金について追記 

以上 
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改正後 改正前 

【当座勘定規定】 

 

第２条（当座勘定への受入れ） 

（１）当座勘定には、現金のほか、手形、小切手、利札、

郵便為替証書、配当金領収証その他の証券で直ち

に取立てのできるもの（以下「証券類」という。）

も受入れます。ただし、他の金融機関を支払人お

よび支払場所とする手形または小切手は受入れ

ません。 

（２） ～（４）略 

 

第８条（当座勘定の支払い等） 

（１） 小切手が支払のために呈示された場合、または手

形が呈示期間内に支払のため呈示された場合に

は、当座勘定から支払います。 

なお、令和８年１１月３０日を超えて振り出した

場合は、当座勘定から支払いません。 

（２）～（４）略 

 

第９条（手形、小切手用紙） 

（１） 当金庫を支払人とする小切手または当店を支払

場所とする約束手形を振出す場合には、当金庫が

交付した用紙を使用してください。 

ただし、令和８年１１月３０日までに振り出して

ください。 

（２）当店を支払場所とする為替手形を引受ける場合 

には、預金業務を営む金融機関の交付した手形 

用紙であること、かつ令和８年１１月３０日まで

に振り出された手形であることを確認してくだ

さい。 

（３）～（４）略 

（５）削除 

 

（５）当座勘定から支払をした手形または小切手の用 

紙はその支払日から３か月を経過した場合は返

却を求めることができないものとします。 

 【当座勘定規定】 

 

第２条（当座勘定への受入れ） 

（１）当座勘定には、現金のほか、手形、小切手、利札、

郵便為替証書、配当金領収証その他の証券で直

ちに取立てのできるもの（以下「証券類」とい

う。）も受入れます。 

 

 

（２）～（４）略 

 

第８条（当座勘定の支払い等） 

（１）小切手が支払のために呈示された場合、または手

形が呈示期間内に支払のため呈示された場合に

は、当座勘定から支払います。 

 

 

（２）～（４）略 

 

第９条（手形、小切手用紙） 

（１）当金庫を支払人とする小切手または当店を支払

場所とする約束手形を振出す場合には、当金庫

が交付した用紙を使用してください。 

 

 

（２）当店を支払場所とする為替手形を引受ける場合

には、預金業務を営む金融機関の交付した手形

用紙であることを確認してください。 

 

 

（３）～（４）略 

（５）手形用紙、小切手用紙の請求があった場合に 

は、必要と認められる枚数を実費で交付します。 

（６）当座勘定から支払をした手形または小切手の用

紙はその支払日から３か月を経過した場合は返

却を求めることができないものとします。 
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（６）前項の期間を経過した場合において、本人から請

求があったときは、当金庫所定の手続きによっ 

て当該手形または小切手の写しを交付します。 

ただし、当金庫が定める写しの保管期限を経過し

た場合は、その限りではありません。 

 

第１８条（振出日、受取人記載もれの手形、小切手） 

（１） 手形、小切手を振出しまたは為替手形を引受け

る場合には、手形要件、小切手要件をできるか

ぎり記載してください。もし、小切手もしくは

確定日払の手形で振出日の記載のないものま

たは手形で受取人の記載のないものが呈示さ

れたときは、その都度連絡することなく支払う

ことができるものとします。 

なお、令和８年１１月３０日を超えて振り出さ

れたもの、または振出日の記載がないものが呈

示されたときは、当金庫の判断により支払いを

拒絶することができるものとします。 

（２）略 

 

第１９条（線引小切手の取扱い） 

（１） 線引小切手が呈示された場合、その裏面に届出

印の押なつ（または届出の署名）があるときは、

その持参人に支払うことができるものとしま

す。 

なお、令和８年１１月３０日を超えて振り出さ

れたもの、または振出日の記載がないものが呈

示されたときは、当金庫の判断により支払いを

拒絶することがあります。 

（２）略 

 

 

【小切手用法】 

 

２．小切手のお振出しにあたっては、当座勘定の残高 

を確認してください。先日付の小切手でも呈示をう

ければ、支払うことになりますからご承知おきくだ

さい。なお、令和８年１１月３０日を超えて振り出

（７）前項の期間を経過した場合において、本人から請

求があったときは、当金庫所定の手続きによっ

て当該手形または小切手の写しを交付します。

ただし、当金庫が定める写しの保管期限を経過

した場合は、その限りではありません。 

 

第１８条（振出日、受取人記載もれの手形、小切手） 

（１）手形、小切手を振出しまたは為替手形を引受ける

場合には、手形要件、小切手要件をできるかぎり

記載してください。もし、小切手もしくは確定日

払の手形で振出日の記載のないものまたは手形

で受取人の記載のないものが呈示されたとき

は、その都度連絡することなく支払うことがで

きるものとします。 

 

 

 

 

（２）略 

 

第１９条（線引小切手の取扱い） 

（１）線引小切手が呈示された場合、その裏面に届出印

の押なつ（または届出の署名）があるときは、その

持参人に支払うことができるものとします。 

 

 

 

 

 

（２）略 

 

 

【小切手用法】 

 

２．小切手のお振出しにあたっては、当座勘定の残高

を確認してください。なお、先日付の小切手でも

呈示をうければ、支払うことになりますからご承

知おきください。 
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した場合は、当座勘定から支払いません。 

 

 

【約束手形用法】 

 

３．振出日、受取人の記載は、手形要件となっておりま

すから、記入してください。 

 

 

【為替手形用法】 

 

４．振出日、支払人、受取人の記載は手形要件となって

おりますから、記入してください。 

 

 

【普通預金規定】 

 

第３条（証券類の受入れ） 

（１）この預金口座には、現金のほか、手形、小切手、

配当金領収証その他の証券で直ちに取立てので

きるもの（以下「証券類」といいます。）を受入

れます。ただし、他の金融機関を支払人および支

払場所とする手形または小切手は受入れません。 

（２）～（５）略 

 

 

【無利息型普通預金規定】 

 

第３条（証券類の受入れ） 

（１）この預金口座には、現金のほか、手形、小切手、

配当金領収証その他の証券で直ちに取立てので

きるもの（以下「証券類」といいます。）を受入

れます。ただし、他の金融機関を支払人および支

払場所とする手形または小切手は受入れません。 

（２）～（５）略 

 

 

 

 

 

 

【約束手形用法】 

 

３．振出日、受取人の記載は、手形要件となっておりま

すから、できるだけ記入してください。 

 

 

【為替手形用法】 

 

４．振出日、支払人、受取人の記載は手形要件となって

おりますから、できるだけ記入してください。 

 

 

【普通預金規定】 

 

第３条（証券類の受入れ） 

（１）この預金口座には、現金のほか、手形、小切手、

配当金領収証その他の証券で直ちに取立てので

きるもの（以下「証券類」といいます。）を受入

れます。 

 

（２）～（５） 

 

 

【無利息型普通預金規定】 

 

第３条（証券類の受入れ） 

（１）この預金口座には、現金のほか、手形、小切手、

配当金領収証その他の証券で直ちに取立てので

きるもの（以下「証券類」といいます。）を受入

れます。 

 

（２）～（５）略 
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【貯蓄預金Ⅰ型規定（40万型）】 

 

第３条（証券類の受入れ） 

（１）この預金口座には、現金のほか、手形、小切手、

配当金領収証その他の証券で直ちに取立てので

きるもの（以下「証券類」という。）を受入れま

す。ただし、他の金融機関を支払人および支払場

所とする手形または小切手は受入れません。 

（２）～（５）略 

 

 

【貯蓄預金Ⅱ型規定（20万型）】 

 

第３条（証券類の受入れ） 

（１）この預金口座には、現金のほか、手形、小切手、

配当金領収証その他の証券で直ちに取立てので

きるもの（以下「証券類」という。）を受入れま

す。ただし、他の金融機関を支払人および支払場

所とする手形または小切手は受入れません。 

（２）～（５）略 

 

 

【納税準備預金規定】 

 

第３条（証券類の受入れ） 

（１）この預金口座には、現金のほか、手形、小切手、

配当金領収証その他の証券で直ちに取立のでき

るもの（以下「証券類」という。）を受入れます。

ただし、他の金融機関を支払人および支払場所と

する手形または小切手は受入れません。 

（２）～（５）略 

 

 

【通知預金規定】 

 

第４条（証券類の受入れ） 

（１）小切手その他の証券類を受入れたときは、その証

券類が決済された日を預入日とします。ただし、

【貯蓄預金Ⅰ型規定（40万型）】 

 

第３条（証券類の受入れ） 

（１）この預金口座には、現金のほか、手形、小切手、

配当金領収証その他の証券で直ちに取立てので

きるもの（以下「証券類」という。）を受入れま

す。 

 

（２）～（５）略 

 

 

【貯蓄預金Ⅱ型規定（20万型）】 

 

第３条（証券類の受入れ） 

（１）この預金口座には、現金のほか、手形、小切手、

配当金領収証その他の証券で直ちに取立てので

きるもの（以下「証券類」という。）を受入れま

す。 

 

（２）～（５）略 

 

 

【納税準備預金規定】 

 

第３条（証券類の受入れ） 

（１）この預金口座には、現金のほか、手形、小切手、

配当金領収証その他の証券で直ちに取立のでき

るもの（以下「証券類」という。）を受入れます。 

 

 

（２）～（５）略 

 

 

【通知預金規定】 

 

第４条（証券類の受入れ） 

（１）小切手その他の証券類を受入れたときは、その証

券類が決済された日を預入日とします。 
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他の金融機関を支払人および支払場所とする手

形または小切手は受入れません。 

（２）略 

 

 

【「普通預金 通帳レス口座」に関する特約】 

 

１．（特約の適用範囲等） 

（１）略 

（２）この特約は、次の規定（以下「関連規定」という。）

の一部を構成するとともに関連規定と一体とし

て取り扱われるものとし、この特約に定めがある

事項はこの特約の定めが適用され、この特約に定

めがない事項に関しては関連規定が適用される

ものとします。 

   ①普通預金規定 

   ②総合口座取引規定 

   ③無利息型普通預金規定 

 

７．（預金の受入れ） 

店頭で通帳レス口座に現金、手形、小切手等を受け入れ

るときは、当金庫所定の書類の提出のほか、対象となる

預金口座のキャッシュカードの提示または『バンキング

アプリ』における有効な口座情報の提示が必要です。ご

提示等がない場合、当金庫所定の振込手数料を申し受け

る場合があります。なお、他の金融機関を支払人および

支払場所とする手形または小切手は受入れません。 

 

 

【定期預金共通規定】 

 

第３条（証券類の受入れ） 

（１）小切手その他の証券類を受入れたときは、その 

証券類が決済された日を預入日とします。ただ

し、他の金融機関を支払人および支払場所とする

手形または小切手は受入れません。 

（２）略 

 

 

 

（２）略 

 

 

【「普通預金 通帳レス口座」に関する特約】 

 

１．（特約の適用範囲等） 

（１）略 

（２）この特約は、次の規定（以下「関連規定」という。）

の一部を構成するとともに関連規定と一体とし

て取り扱われるものとし、この特約に定めがあ

る事項はこの特約の定めが適用され、この特約

に定めがない事項に関しては関連規定が適用さ

れるものとします。 

   ①普通預金規定 

   ②総合口座取引規定 

   ③貯蓄預金規定 

 

７．（預金の受入れ） 

店頭で通帳レス口座に現金、手形、小切手等を受け入れ

るときは、当金庫所定の書類の提出のほか、対象となる

預金口座のキャッシュカードの提示または『バンキン

グアプリ』における有効な口座情報の提示が必要です。

ご提示等がない場合、当金庫所定の振込手数料を申し

受ける場合があります。 

 

 

 

【定期預金共通規定】 

 

第３条（証券類の受入れ） 

（１）小切手その他の証券類を受入れたときは、その証

券類が決済された日を預入日とします。 

 

 

（２）略 
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【定期積金規定】 

 

第２条（掛金の払込み） 

この積金は、通帳（証書）面記載の払込みに掛金を払込

みください。払込みのときは必ずこの通帳（証書）を差

出しください。 

 

第３条（証券類の受入れ） 

（１） 小切手その他の証券類を受入れたときは、その 

証券類が決済された日を払込日とします。ただ

し、他の金融機関を支払人および支払場所とす

る手形または小切手は受入れません。 

（２） 受入れた証券類が不渡りとなったときは、掛金 

になりません。不渡りとなった証券類はこの通

帳（証書）の当該払込み記載を取消したうえ、

当店で返却します。 

 

第５条（払込みの遅延） 

この積金の払込みが遅延したときは、満期日を遅延期間

に相当する期間繰延べます。または通帳（証書）面記載

の年利回（年３６５日の日割計算）により、遅延期間に

相当する利息をいただきます。 

 

第６条（給付補填金等の計算） 

（１）この積金の給付補填金は、通帳（証書）面記載の

給付契約金と掛金総額の差額により計算します。 

（２）約定どおり払込みが行われなかったときは、つぎ

により利息相当額を計算します。 

  ①この積金の契約期間中に通帳（証書）面記載の掛

金総額に達しないときは、払込日から満期日の前

日（解約日が満期日の翌日以後の場合は解約日の

前日）までの期間について、解約日における普通

預金利率×６０％（小数点第３位以下は切捨て）

によって計算し、この積金の掛金残高相当額とと

もに支払います。 

  ②～③略 

 

第７条（先払割引金の計算等） 

【定期積金規定】 

 

第２条（掛金の払込み） 

この積金は、証書面記載の払込日に掛金を払込みくだ

さい。払込みのときは必ずこの証書を差出しください。 

 

 

第３条（証券類の受入れ） 

（１） 小切手その他の証券類を受入れたときは、その

証券類が決済された日を払込日とします 

 

 

（２） 受入れた証券類が不渡りとなったときは、掛金 

になりません。不渡りとなった証券類はこの証

書の当該払込み記載を取消したうえ、当店で返

却します。 

 

第５条（払込みの遅延） 

この積金の払込みが遅延したときは、満期日を遅延期

間に相当する期間繰延べます。または証書面記載の年

利回（年３６５日の日割計算）により、遅延期間に相当

する利息をいただきます。 

 

第６条（給付補填金等の計算） 

（１）この積金の給付補填金は、証書面記載の給付契約

金と掛金総額の差額により計算します。 

（２）約定どおり払込みが行われなかったときは、つぎ

により利息相当額を計算します。 

  ①この積金の契約期間中に証書面記載の掛金総額

に達しないときは、払込日から満期日の前日（解

約日が満期日の翌日以後の場合は解約日の前

日）までの期間について、解約日における普通預

金利率×６０％（小数点第３位以下は切捨て）に

よって計算し、この積金の掛金残高相当額とと

もに支払います。 

② ～③略 

 

第７条（先払割引金の計算等） 
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（１）この積金の掛金が払込日前に払込まれたときは、

先払割引金を通帳（証書）面記載の利回に準じて

満期日に計算します。 

（２）略 

 

第１０条（解約等） 

（１）略 

（２）この積金を解約する場合には、当金庫所定の払戻

請求書に届出の印章により、記名押印して通帳と

ともに（証書の場合は、証書の受取欄に届出の印

章により、記名押印して）当店に提出してくださ

い。 

（３）～（６）略 

（７）本条第１項、第３項、第４項および第５項により、

この積金口座が解約され残高がある場合、また 

はこの積金取引が停止されその解除を求める場

合には、通帳（証書）および届出の印章を持参の

うえ、当店に申出てください。この場合、当金庫

は相当の期間をおき、必要な書類等の提出または

保証人を求めることがあります。 

 

第１１条（届出事項の変更、通帳の再発行等） 

（１）通帳（証書）や印章を失ったとき、または、印章、

名称、住所、在留資格および在留期間その他の届

出事項に変更があったときは、直ちに書面によっ

て当店に届出てください。 

（２）略 

（３）通帳（証書）または印章を失った場合のこの積金

の給付契約金等の支払いまたは通帳の再発行は、

当金庫所定の手続きをした後に行います。この場

合、相当の期間をおき、また保証人を求めること

があります。 

（４）通帳を再発行（汚損等による再発行を含みます。）

する場合には、当金庫所定の手数料をいただき 

ます。 

（５）略 

 

第１３条（印鑑照合） 

（１）この積金の掛金が払込日前に払込まれたときは、

先払割引金を証書面記載の利回に準じて満期日

に計算します。 

（２）略 

 

第１０条（解約等） 

（１）略 

（２）この積金を解約する場合には、所定の受取欄に届

出印の印章により記名押印して当店に提出して

ください。 

 

 

（３）～（６）略 

（７）本条第１項、第３項、第４項および第５項により、

この積金口座が解約され残高がある場合、また

はこの積金取引が停止されその解除を求める場

合には、証書および届出の印章を持参のうえ、当

店に申出てください。この場合、当金庫は相当の

期間をおき、必要な書類等の提出または保証人

を求めることがあります。 

 

第１１条（届出事項の変更、証書の再発行等） 

（１）証書や印章を失ったとき、または、印章、名称、

住所、在留資格および在留期間その他の届出事

項に変更があったときは、直ちに書面によって

当店に届出てください。 

（２）略 

（３）証書または印章を失った場合のこの積金の給付

契約金等の支払いまたは証書の再発行は、金庫

所定の手続きをした後に行います。この場合、相

当の期間をおき、また保証人を求めることがあ

ります。 

（４）証書を再発行（汚損等による再発行を含みます。）

する場合には、当金庫所定の手数料をいただき

ます。 

（５）略 

 

第１３条（印鑑照合） 
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払戻請求書、証書、諸届その他の書類に使用された印影

を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないも

のと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽

造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害

については、当金庫は責任を負いません。 

 

第１４条（盗難通帳（証書）を用いた解約による払戻し

等） 

本条項は、個人のお客さまの積金取引に適用され、個人

以外のお客さまには適用されません。 

（１）盗取された通帳（証書）を用いて行われた不正な

解約による払戻し（以下、本条において「当該払

戻し」という。）については、次の各号のすべて

に該当する場合、積金契約者は当金庫に対して当

該払戻しの額およびこれにかかる給付補填金等

に相当する金額の補てんを請求することができ

ます。 

① 通帳（証書）の盗難に気づいてからすみやかに、

当金庫への通知が行われていること 

②～③略 

（２）略 

（３）前２項の規定は、本条第１項にかかる当金庫への

通知が、この通帳（証書）が盗取された日（通帳

（証書）が盗取された日が明らかでないときは、

盗取された通帳（証書）を用いて行われた不正な

解約による払戻しが最初に行われた日）から２年

を経過する日後に行 われた場合には、適用され

ないものとします。 

（４）①略 

②通帳（証書）の盗取が、戦争、暴動等による著し

い社会 秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し

て行われたこと 

（５）～（６）略 

（７）当金庫が本条第２項の規定により補てんを行っ 

たときは、当金庫は、当該補てんを行った金額の

限度において、盗取された通帳（証書）により不

正な解約による払戻しを受けた者その他の第三

者に対して積金契約者が有する損害賠償請求権

この証書、諸届その他の書類に使用された印影を届出

の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと

認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、

変造その他の事故があってもそのために生じた損害に

ついては、当金庫は責任を負いません。 

 

第１４条（盗難証書を用いた解約による払戻し等） 

 

本条項は、個人のお客さまの積金取引に適用され、個人

以外のお客さまには適用されません。 

（１）盗取された証書を用いて行われた不正な解約に

よる払戻し（以下、本条において「当該払戻し」

という。）については、次の各号のすべてに該当

する場合、積金契約者は当金庫に対して当該払

戻しの額およびこれにかかる給付補填金等に相

当する金額の補てんを請求することができま

す。 

①証書の盗難に気づいてからすみやかに、当金庫

への通知が行われていること 

②～③略 

（２）略 

（３）前２項の規定は、本条第１項にかかる当金庫への

通知が、この証書が盗取された日（証書が盗取さ

れた日が明らかでないときは、盗取された証書

を用いて行われた不正な解約による払戻しが最

初に行われた日）から２年を経過する日後に行

われた場合には、適用されないものとします。 

 

（４）①略 

②証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会

秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行われ

たこと 

（５）～（６）略 

（７）当金庫が本条第２項の規定により補てんを行っ

たときは、当金庫は、当該補てんを行った金額の

限度において、盗取された証書により不正な解

約による払戻しを受けた者その他の第三者に対

して積金契約者が有する損害賠償請求権または
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または不当利得返還請求権を取得するものとし

ます。 

 

第１５条（譲渡、質入れ等の禁止） 

（１）この積金、積金契約上の地位その他のこの取引に

かかるいっさいの権利および通帳（証書）は、譲

渡、質入れその他第三者の権利を設定すること、

また第三者に利用させることはできません。 

（２）略 

 

第１６条（保険事故発生時における積金契約者からの 

相殺） 

（１）略 

（２）前項により相殺する場合には、次の手続きによる

ものとします。 

①相殺通知は書面によるものとします。通帳は届

出印を押印した払戻請求書とともに（証書の場

合は、証書の受取欄に届出印を押印して記名し

て）通知と同時に当金庫に提出してください。 

②～④略 

（３）～（５）略 

 

不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

 

第１５条（譲渡、質入れ等の禁止） 

（１）この積金、積金契約上の地位その他のこの取引に

かかるいっさいの権利および証書は、譲渡、質入

れその他第三者の権利を設定すること、また第

三者に利用させることはできません。 

（２）略 

 

第１６条（保険事故発生時における積金契約者からの

相殺） 

（１）略 

（２）前項により相殺する場合には、次の手続きによる

ものとします。 

①相殺通知は書面によるものとします。証書は届

出印を押印して通知と同時に当金庫に提出して

ください。 

 

②～④略 

（３）～（５）略 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


